
昭和三十二年大蔵省令第五十一号

国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法施行細則

国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法施行令（昭和三十二年政令第百十四号）第三条第二項の規定に基き、国の庁舎等の使用調整

等に関する特別措置法施行細則を次のように定める。

（定義）

第一条　この省令において「行政財産」、「所管換」、「各省各庁の長」、「所属替」、「各省各庁」、「庁舎等」、「使用調整」又は「庁舎等使用

現況及び見込報告書」とは、それぞれ国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法（昭和三十二年法律第百十五号。以下「法」という。）

第二条第一項、第二項若しくは第三項又は第三条第一項に規定する行政財産、所管換、各省各庁の長、所属替、各省各庁、庁舎等、使用

調整又は庁舎等使用現況及び見込報告書を、「特定国有財産整備計画要求書」とは、国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法施行令

（昭和三十二年政令第百十四号。以下「令」という。）第五条第一項に規定する特定国有財産整備計画要求書をいう。

２　この省令において「書面等」、「電磁的記録」、「申請等」、「処分通知等」又は「作成等」とは、それぞれ情報通信技術を活用した行政の

推進等に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）第三条に規定する書面等、電磁的記録、申請等、処分通知等又は作成等をいう。

（庁舎等使用現況及び見込報告書）

第二条　令第二条第二項に規定する庁舎等使用現況及び見込報告書の様式及び記載の方法は第一号様式による。

第三条　各省各庁の長は、法第三条第二項の規定により庁舎等使用現況及び見込報告書の内容を変更する必要があると認めるときは、その

つど、その変更の事項及び理由を記載した書面を財務大臣に送付しなければならない。

第四条　令第五条第三項に規定する特定国有財産整備計画要求書の様式及び記載の方法は、第二号様式による。

（電磁的記録による作成等）

第五条　法、令及びこの省令の規定に基づき財務大臣又は各省各庁の長が作成等を行う書面等については、当該書面等に係る電磁的記録に

より作成等を行うことができる。

２　前項の規定により電磁的記録による作成等を行うときは、財務大臣又は各省各庁の長の使用に係る電子計算機を使用し、当該書面等に

記載すべき事項を記録して行うものとする。

（電子情報処理組織による申請等）

第六条　各省各庁の長は、法、令及びこの省令の規定に基づき書面等により財務大臣に対し申請等を行うときは、当該申請等につき電子情

報処理組織（財務大臣の使用に係る電子計算機と当該各省各庁の長の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組

織をいう。以下同じ。）を使用して行うことができる。

２　前項の規定により電子情報処理組織を使用して申請等を行うときは、前条の規定により作成等が行われた電磁的記録をもつて行うもの

とする。

（電子情報処理組織による処分通知等）

第七条　財務大臣は、法、令及びこの省令の規定に基づき書面等により各省各庁の長に対し処分通知等を行うときは、当該処分通知等につ

き電子情報処理組織を使用して行うことができる。

２　前項の規定により電子情報処理組織を使用して処分通知等を行うときは、第五条の規定により作成等が行われた電磁的記録をもつて行

うものとする。

（手続の細目）

第八条　この省令に定めるもののほか、電磁的記録の作成等及び電子情報処理組織の使用に関し必要な事項及び手続の細目については、別

に定めるところによる。

附　則

この省令は、公布の日から施行し、国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法施行令施行の日（昭和三十二年五月二十八日）から適

用する。

附　則　（昭和三三年一二月二五日大蔵省令第六九号）

この省令は、昭和三十四年一月一日から施行する。

附　則　（昭和四一年四月一日大蔵省令第二四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四四年五月二一日大蔵省令第三三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五六年三月二〇日大蔵省令第三号）

この省令は、昭和五十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成元年四月六日大蔵省令第四三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成八年四月一〇日大蔵省令第二七号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一二年八月二一日大蔵省令第六九号）　抄

１　この省令は、平成十三年一月六日から施行する。

附　則　（平成一六年三月三一日財務省令第三八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一八年一二月二二日財務省令第七五号）

この省令は、平成十九年一月二十二日から施行する。

附　則　（平成二一年一二月一五日財務省令第七〇号）

この省令は、平成二十二年一月四日から施行する。

附　則　（令和元年五月七日財務省令第一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際、現に存する改正前の様式又は書式による用紙は、当分の間、これを取り繕い使用することができる。

附　則　（令和元年六月二六日財務省令第一〇号）

（施行期日）

１　この省令は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年七月一日）から施行する。
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（経過措置）

２　この省令の施行の際、現に存する改正前の様式又は書式による用紙は、当分の間、これを取り繕い使用することができる。

附　則　（令和元年一二月一三日財務省令第三八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年十二月十六日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令による改正後の様式による報告書については、当分の間、改正前の様式による報告書を取り繕い使用することができる。
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第一号様式（庁舎等使用現況及び見込報告書）

１　表　紙 2　目　次

会計名
　 行政財
　 産

　 財産の
　 種類

部　局
索引
番号

部　局
索引
番号

令和 年度

会 計 所 属

行 政 財 産

（種類）財産

都道府県所在の分

作成要領

　　一般会計及び各特別会計ごとに、かつ、財産の種類ごとに区分し、さらに
　各都道府県ごとに目次を付する。「索引番号」欄には、本表に記載した口座順
　に各部局を通じた一連番号を記載する。

第
一
号
様
式
（

庁
舎
等
使
用
現
況
及
び
見
込
報
告
書
）

用
紙
は
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
4

省 庁 名

目 次

会計　
　 財産の
　 分類

財産　

口 座

庁舎等使用現況及び見込報告書

口 座
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部局

会計

口座

所在

住居表示

区分 数量 価格 行政財産 普通財産

土地 fl
（ ）

fl
（ ）

樹木 本 本
（ ）

立木 ‚ ‚
（ ）

竹 束 束
（ ）

計 （ ）

円 fl
（ ）

本
（ ）

‚
（ ）

束
（ ）

建物

建 fl
EEEEE延べ fl

建 fl
EEEEE延べ fl

建 fl
EEEEE延べ fl

建 fl
EEEEE延べ fl

fl

（ ）

（ ）
fl

（ ）

建 fl
EEEEE延べ fl

建 fl
EEEEE延べ fl

fl
（ ）

他の部局名

工作物

地上権地
役権等

合計

国
有
財
産
台
帳
記
載
事
項

そ
の
他
の
国
有
財
産
の
数
量

立
木
竹

e
f

g
h

e
f

e
f

g
h

g
h

区分 建物
番号 種目 構造 使用区分 取得年月

及び事由
建築
年月 数量 価格 耐震診

断結果

土地 fl
内（ ）

建 fl
EEEEE延べ fl

建 fl
EEEEE延べ fl

建 fl
EEEEE延べ fl

建 fl
EEEEE延べ fl

建 fl
EEEEE延べ fl

円

建物

建 物 計 （ 棟）

官署の
名称 区分 現在人員 使用目的 数量 期間 有償

無償
使用料
（年額）

新規
継続

協議・通
知の有無官

署
ご
と
の
利
用
状
況

国
以
外
の
者
の
利
用
状
況

使用許
可貸付 区分 相手方 使用目的 数量 期間 有償

無償
使用料
（年額）

新規
継続

協議・通
知の有無

人 fl 円

fl 円

使
用
現
況

利
用
状
況

借
受
庁
舎
等
に
関
す
る
事
項

区分

土地

建物

合計

使用区分 数量 賃借料
（年額） 期間 相手方 借受

対象
翌年度見
込

fl 円

建 fl
EEEEE延べ fl

３ 使用現況及び見込み 
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区分 種目 構造 使用区分 事由 見込数量 見込価格翌
年
度
に
お
け
る
使
用
見
込

fl 円

監査結果

庁舎等使用調整
計画の策定状況 （ ）

各省各庁の長又
は部局長の意見

財務局長又は福
岡財務支局長の
意見

都市計画等の法
的指定等

駐車場の駐車台
数

区域
地域

建ぺい率 ％（ ％）
容積率 ％（ ％）

全駐車台数 台（うち官用 台）

職員数 翌年度増減見込

定員 人 現在人員 人（ 人） その他 人

組織改編等の予定

索引番号 （ ）

参
考
事
項

作成要領
１．「口座」欄には、その部局所属の国有財産である庁舎等について国有財産台帳に登録されてい
る口座名を記載する。ただし、その部局所属の国有財産であつて庁舎等以外のものを使用してい
る部局にあつては、その財産について国有財産台帳に登録されている口座名を、借り受けている
庁舎等又は他の部局所属の国有財産を使用している部局にあつては、それらを現に使用している
官署の名称を、それぞれ（ ）を付して記載する。

２．「会計」欄には、所属している会計名を記載し、勘定のある特別会計にあつては、勘定名を併
せて記載する。

３．「住居表示」欄には、住居表示が実施されている地域に庁舎等が所在する場合に、その住居表
示を記載する。

４．「国有財産台帳記載事項」欄には、当該口座（「口座」欄において（ ）を付して記載する口座
名又は官署の名称を除く。）に属する国有財産の当該年度末の現在額（国有財産法第２条第１項第
２号、第５号及び第６号に掲げる財産並びに同項第３号に掲げる財産で同項第２号に係る財産に
係るものを除く。）を記載する。ただし、当該国有財産のうち、庁舎等以外の用途に供し又は他の
部局若しくは国以外の者が使用する部分があるときは、土地にあつてはその面積が300flを、建
物にあつてはその延べ面積が150flを、その他の財産にあつてはその区分ごとの見積価格が50万
円を、それぞれ超えるものについて、その合計数量又は価格を区分ごとの「数量」欄又は「価格」
欄の（ ）内に内書きする。

５．「その他の国有財産の数量」欄には、その部局所属の庁舎等以外の国有財産を使用している場
合に、その部局所属の行政財産であつて庁舎等以外のもの及び他の部局所属の行政財産の数量を
「行政財産」欄に、普通財産の数量を「普通財産」欄に記載する。この場合、他の部局所属の行
政財産及び財務局又は福岡財務支局所属の普通財産の数量は（ ）内に内書きするとともに、他
の部局所属の行政財産については当該他の部局の名称を記載する。なお、区分は、「国有財産台帳
記載事項」欄の区分と同一とする。

６．「借受庁舎等に関する事項」欄には、借り受けている庁舎等を使用している場合に、次の要領
により記載する。
\ 「使用区分」欄には、土地にあつては、庁舎敷地、病院敷地、学校敷地、運動場等当該施設
の主たる用途を、建物にあつては、事務庁舎、研究室、病院等主たる用途及び建物の名称を記
載する。

] 「数量」欄、「賃借料（年額）」欄及び「相手方」欄については契約の内容に従い記載する。
^ 「期間」欄には、契約の内容に従い契約期間の始期及び終期の年月日を記載する。
_ 「借受対象」欄には、一棟の建物の全部を借り受けている場合には「全部」と、一棟の建物
の一部を借り受けている場合には「一部」と記載する。

` 「翌年度見込」欄には、翌年度における契約の見込みについて、例えば、「契約更新」又は「契
約解除」のように記載する。

７．「使用現況」欄には、国有財産である庁舎等のうち、土地及び建物について次の要領により記
載する。
\ 「建物」欄は一棟ごとに記載するが、雑屋建にあつては、複数棟を併せて記載しても差し支
えない。
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９．「参考事項」欄には、次の要領により記載する。
\ 「監査結果」欄には、庁舎等の実地監査が行われた場合に、その監査の結果を記載する。な
お、複数の官署について実地監査が行われた場合にあつては、官署ごとに記載する。

] 「庁舎等使用調整計画の策定状況」欄には、庁舎等について、庁舎等使用調整計画が定めら
れた年度その他当該計画を特定する事項を記載するとともに、例えば、「平20. 3完了」又は「未
完了」といつた進捗状況を（ ）内に記載する。

^ 「各省各庁の長又は部局長の意見」欄には、使用調整についての各省各庁の長又は部局長の
意見を記載する。

_ 「財務局長又は福岡財務支局長の意見」欄には、財務局長又は福岡財務支局長の使用調整に
ついての意見を記載するものとし、各省各庁においては、記載する必要はない。

` 「都市計画等の法的指定等」欄には、都市計画に定められている区域区分及び地域地区、建
築物の建ぺい率（建築面積の敷地面積に対する割合をいう。以下同じ。）の最高限度並びに建築
物の容積率（延べ面積の敷地面積に対する割合をいう。以下同じ。）の最高限度を記載するとと
もに、当該庁舎等の総建ぺい率及び総容積率を（ ）内に記載する。

a 「駐車場の駐車台数」欄には、当該庁舎等に設置されている駐車場の全駐車台数を記載し、
当該駐車場のうち、官用の車を駐車するための部分がある場合は、その駐車台数を（ ）内に
内書きする。

b 「職員数」欄には、職員定数及びこれに対する現在人員を「定員」欄及び「現在人員」欄に、
法令で定められていない常勤及び非常勤の職員の数を「その他」欄に、翌年度において定員そ
の他について増減の見込みのあるものはその数を「翌年度増減見込」欄に、それぞれ記載する。
なお、庁舎等のうち、他の部局が使用する部分があるときは、当該庁舎等において執務する他
の部局の職員の現在人員を「現在人員」欄の（ ）内に記載する。

c 「組織改編等の予定」欄には、当該庁舎等を使用している官署について、組織改編等の予定
があれば、その概要を記載する。

10．「索引番号」欄は、部局ごとに一連のものとし、（ ）内には２「目次」の当該口座の索引番号
を記載する。

] 「建物番号」欄には、国有財産台帳に記載された建物番号を記載する。ただし、上記\によ
り複数棟を併せて記載する場合においては建物番号に代えて、その棟数を（ ）を付して記載
する。

^ 「種目」欄及び「構造」欄には、国有財産台帳に記載された種目及び構造を記載する。この
場合、構造については、次に掲げる区分に応じ、それぞれの符号を付し、例えば、鉄骨鉄筋コ
ンクリート造地下一階付き十二階建については「ＳＲＣ`12`１」のように略記する。
鉄骨鉄筋コンクリート造 ＳＲＣ
鉄筋コンクリート造 ＲＣ
コンクリートブロツク造及びれんが造 ＣＢ
木造及び木造モルタル造 Ｗ
鉄骨造 Ｓ

_ 「使用区分」欄には、土地にあつては、庁舎敷地、病院敷地、学校敷地、運動場等当該施設
の主たる用途を、建物にあつては、事務庁舎、研究室、病院等主たる用途又は建物の名称を記
載する。

` 「取得年月及び事由」欄には、国有財産について、当該財産の主要部分の取得の年月とその
事由を、例えば、「平14. 4購入」のように記載する。

a 「建築年月」欄には、国有財産である建物について、当該財産の主要部分を建築した年月を
記載する。

b 「数量」欄には、土地については、建物敷地の面積（主として建物の敷地に供されていると
認められる一団地の区域の面積とする。）を（ ）内に内書きする。

c 「価格」欄には、国有財産台帳に記載された価格を記載する。
d 「耐震診断結果」欄には、建築物の耐震診断が実施された庁舎等について、その結果を記載
する。

e 「利用状況」欄には、国有財産である庁舎等のうち、他の部局又は国以外の者が使用する部
分がある場合は、当該庁舎等を現に使用しているすべての官署ごとの利用状況又は国以外の者
の利用状況（期間、相手方使用料等を含む。）を記載する。

８．「翌年度における使用見込」欄には、国有財産である庁舎等のうち、翌年度において購入、交
換、寄附、所管換、所属替、新築、増築、改築、取壊し等の個々の計画があるものについて次の
要領により記載する。
\ 「区分」欄には、原則として、土地と建物に区分して記載する。ただし、購入、交換等土地
と建物を同一の契約等で取得又は処分するものにあつては、土地及び建物を併せて記載しても
差し支えない。

] 「事由」欄には、購入、交換、寄附、所管換、所属替、新築、増築、改築、取壊し等財産の
増減事由を記載する。

^ 「見込数量」欄及び「見込価格」欄には、国有財産である土地及び建物について取得、所管
換、処分等による財産の見込数量及び見込価格（減の場合には ¾印を付する。）を記載する。
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. 図面の用紙の大きさ及び縮尺は随意とするが、折りたたみの大きさは日本産業規格Ａ列４と同一

. 

. 

.  3

3  

             

.

.

.

.

7



第二号様式（特定国有財産整備計画要求書）

１　特定国有財産整備計画により施設を整備する理由

部局名

２　取得すべき国有財産

名　称

区　分 構　　造 取得の時期

土　地
㎡ 千円

建　　  　　　　㎡
延べ　　    　　㎡

立木竹

工作物

その他

計

使用すべ
き官署の
名称

第
二
号
様
式
（

特
定
国
有
財
産
整
備
計
画
要
求
書
）

用
紙
は
日
本
産
業
規
格
Ａ
列
4

取得の方法

所　在

用　途

数　　　量 取得の見込価額

建　物 棟

そ
の
他
参
考
と
な
る
べ
き
事
項

令和　　　　年度特定国有財産整備計画要求書

１　特定国有財産整備計画により施設を整備する理由

省庁名

２　 取 得 す べ き 国 有 財 産
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